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第１章 調査概要 
 

１ 調査目的 

本調査は、令和７年度から 11 年度までの５か年度を計画期間とする「第三期中央区子ども・子育

て支援事業計画」の策定を令和６年度に予定しており、区内在住のひとり親家庭の生活実態を把握

し、ひとり親家庭の自立支援の推進に関わる施策の基礎資料とするため実施する。 

 

２ 調査対象 

区内在住の児童育成手当受給資格者、801 人（悉皆調査。ただし、「子育て支援に関するニーズ調

査」の対象者として抽出された者を除く） 

 

３ 調査方法 

郵送配布－郵送回収・インターネット回答（督促礼状１回送付） 

 

４ 調査時期 

令和５（2023）年 10 月 30 日（月）～11 月 24 日（金） 

 

５ 回収数（回収率） 

 

発送数 
回収・回答数 

（率） 

内訳 

郵送 

回収数（率） 

インターネット 

回答数（率） 

801 
296 

（37.0％） 

145 

（18.1％） 

151 

（18.9％） 

 

６ 調査結果の見方 

・ 回答は、それぞれの質問の回答者数を基数とした百分率（％）で示している。それぞれの質問の回

答者数は、全体の場合はＮ（Number of case）、それ以外の場合にはｎと表記している。 

・ ％は小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位までを表記している。従って、回答の合計

が必ずしも 100.0％にならない場合（例えば 99.9％、100.1％）がある。 

・ 回答者が２つ以上回答することのできる質問（複数回答）については、％の合計は 100％にならな

いことがある。 

・ 本文及びグラフ中の設問文ならびに選択肢の表現は一部省略されている。 
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第２章 調査結果 

１ 回答者 

（１）性別（問１） 
 

性別は、「男性」が 4.1％、「女性」が 95.6％、「その他」が 0.3％となっている。 

 

性別（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年齢（問２） 
 

年齢は、「45～49 歳（28.0％）」が最も高く、「40～44 歳（23.0％）」、「50～54 歳（19.3％）」

が続いている。平均年齢は 45.1 歳である。 

 

年齢（全体） 

 

 

 

 

 

 

（３）居住地域（問３） 
 

居住地域は、「月島地域（51.7％）」が最も高く、「日本橋地域（28.0％）」、「京橋地域（20.3％）」が

続いている。 

居住地域（全体） 

 

 

 

 

 

 

京橋地域

20.3 

日本橋地域

28.0 

月島地域

51.7 

無回答

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)

男性

4.1 

女性

95.6 

その他

0.3 

無回答

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)

25～29歳

0.7 

30～34歳

6.8 

35～39歳

12.8 

40～44歳

23.0 

45～49歳

28.0 

50～54歳

19.3 

55～59歳

7.1 

60歳以上

1.0 

無回答

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)
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（４）居住歴・居住年数（問４） 
 

居住歴・居住年数は、「中央区に転入してきた（87.8％）」が最も高く、「生まれてからずっと住んで

いる（12.2％）」が続いている。 

中央区に転入してきたと回答した人に、転入してからの居住歴・居住年数をたずねたところ、「15

年以上（31.5％）」が最も高く、「5～10 年未満（21.5％）」、「10～15 年未満（21.5％）」が続いてい

る。 

 

居住歴・居住年数（全体） 

 

 

 

 

 

 

 
転入してきてからの居住歴・居住年数（全体） 

＜転入してきた人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）現在の住居形態（問５） 
 

現在の住居形態は、「民間賃貸住宅（35.8％）」が最も高く、「自分名義の持家（共同名義を含む）

（22.3％）」、「自分名義以外の持家（親等の名義）（17.6％）」が続いている。 

 

現在の住居形態（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

生まれてから

ずっと住んでいる

12.2 

中央区に転入してきた

87.8 

無回答

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)

１年未満

3.8 

１～３年未満

10.0 

３～５年未満

11.5 

５～10年未満

21.5 

10～15年未満

21.5 

15年以上

31.5 

無回答

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=260)

自分名義の持家

（共同名義を含む）

22.3 

自分名義以外の持家

（親等の名義）

17.6 

都営・区営等

公営賃貸住宅

14.2 

民間賃貸住宅

35.8 

社宅・会社の寮

5.4 

間借り・住み込み

2.0 

その他

2.0 

無回答

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)
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（６）世帯員の人数（問６(1)） 
 

世帯員の人数は、「２人（57.4％）」が最も高く、「３人（28.4％）」、「４人（10.1％）」が続いている。

平均は 2.6 人。 

 

世帯員の人数（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）同居者（問６(２)） 

 
同居者は、「子ども（98.6％）」が最も高く、「あなたの母（9.8％）」、「あなたの父（4.1％）」が続いて

いる。 

 

同居者（全体）：複数回答 

 

 

 

 

 

 

98.6

4.1

9.8

3.0

0.0

1.7

0.7

0 20 40 60 80 100

子ども

あなたの父

あなたの母

あなたの兄弟姉妹

孫

その他

無回答

全体(N=296)

（%）

１人

0.7 

２人

57.4 

３人

28.4 

４人

10.1 

５人

2.7 

６人

0.3 

７人以上

0.0 

無回答

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)
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（８）現在、生計を立てている収入等（問７） 
 

現在、生計を立てている収入等は、「就労収入（87.2％）」が最も高く、「児童扶養手当等の公的手当

（56.8％）」、「貯えを取り崩す（33.4％）」が続いている。 

 

現在、生計を立てている収入等（全体）：複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

87.2

18.9

56.8

0.0

1.0

7.1

1.7

2.0

4.1

9.5

0.3

33.4

3.0

0.3

0 20 40 60 80 100

就労収入

子どもの親（相手側）からの養育費

児童扶養手当等の公的手当

高等職業訓練促進給付金等の公的支援

生活保護

年金（遺族年金を含む）

生命保険

母子・父子福祉資金等の公的な福祉資金の貸付

金融機関からの借り入れ

親や兄弟姉妹等からの支援

知人・友人等からの支援

貯えを取り崩す

その他

無回答
全体(N=296)

（%）
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（９）世帯の年間収入(税込み)（問８） 
 

世帯の年間収入(税込み)は、「100～200 万円未満（19.3％）」が最も高く、「300～400 万円未

満（16.9％）」、「400～600 万円未満（15.9％）」が続いている。 

平成３０年調査では、「100～200 万円未満（22.4％）」が最も高く、「300～400 万円未満

（15.7％）」、「250～300 万円未満（15.1％）」が続いている。 

 

世帯の年間収入(税込み)（全体）【経年比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※収入には、勤労収入（パート、アルバイトを含む）、事業収入（自営業等）、農業収入、不動産収入、利子・配当金、個人年

金、仕送りや元配偶者等からの養育費を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

6.1

11.8

19.3

11.5

12.2

16.9

15.9

4.4

0.7

0.3

1.0

4.6

13.8

22.4

10.8

15.1

15.7

12.2

1.4

0.5

1.9

1.6

0 10 20 30

収入はない（0円）

100万円未満

100～200万円未満

200～250万円未満

250～300万円未満

300～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000万円以上

無回答

令和５年(N=296)

平成30年(N=370)

（%）
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（10）ひとり親になった事情（問９） 
 

ひとり親になった事情は、「離婚（73.0％）」が最も高く、「未婚（18.2％）」、「死別（7.1％）」が続い

ている。 

 

ひとり親になった事情（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11）どのように離婚が成立したか（問９-１） 
 

ひとり親になった事情が離婚と回答した人に、どのように離婚が成立したかたずねたところ、「協議

離婚（73.6％）」が最も高く、「調停離婚（20.4％）」、「離婚裁判（4.6％）」が続いている。 

 

どのように離婚が成立したか（全体） 

＜離婚した人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

離婚

73.0 

死別

7.1 

消息不明

1.0 

未婚

18.2 

その他

0.3 

無回答

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)

協議離婚

73.6 

調停離婚

20.4 

審判離婚

0.9 

離婚裁判

4.6 

無回答

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=216）
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（12）離婚成立に要した期間（問９-２） 
 

ひとり親になった事情が離婚と回答した人に、離婚成立に要した期間をたずねたところ、「３か月未

満（24.5％）」が最も高く、「６～９か月未満（19.4％）」、「３か月～６か月未満（17.6％）」が続いてい

る。平均期間は、10．９か月である。 

 

離婚成立に要した期間（全体） 

＜離婚した人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

24.5

17.6

19.4

4.6

13.0

0.9

3.2

0.5

14.8

1.4

0 10 20 30 40

３か月未満

３か月～６か月未満

６～９か月未満

９か月～１年未満

１年～１年３か月未満

１年３か月～１年６か月未満

１年６か月～１年９か月未満

１年９か月～２年未満

２年以上

無回答
全体(n=216)

（%）
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（13）離婚成立までの期間中の困りごと（問９-３） 
 

ひとり親になった事情が離婚と回答した人に、離婚成立までの期間中の困りごとをたずねたところ、

「児童手当や児童扶養手当等の公的な支援が受けられなかった（33.3％）」が最も高く、「離婚協議が

中々進まなかった（32.9％）」、「離婚後の住居の確保（31.5％）」が続いている。 

 

離婚成立までの期間中の困りごと（全体）：複数回答 

＜離婚した人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.9

21.3

5.6

33.3

11.1

9.7

31.5

21.3

13.9

17.6

1.9

0 10 20 30 40 50

離婚協議が中々進まなかった

養育費を受け取れるまでの間の生活費

通帳やキャッシュカードを相手に

持ち出されて 使えなかった

児童手当や児童扶養手当等の

公的な支援が受けられなかった

弁護士費用が支払えないため、

弁護士に相談できなかった

相手に勝手に別居された

離婚後の住居の確保

誰（どこ）に相談すればいいか

わからなかった

その他

特にない

無回答
全体(n=216)

（%）



 

10 

（14）ひとり親になった年齢（問 10） 
 

ひとり親になった年齢は、「35～39 歳（31.1％）」が最も高く、「40～44 歳（23.0％）」、「30～

34 歳（16.2％）」が続いている。平均年齢は 37.9 歳である。 

 

ひとり親になった年齢（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.3

4.1

8.1

16.2

31.1

23.0

8.1

5.7

0.7

0.7

2.0

0 10 20 30 40

20歳未満

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

無回答
全体(N=296)

（%）
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２ お子さんのこと 

（１）子どもの人数、年齢、性別、通学・就職状況、同別居（問 11） 
 

第１子から第５子を合計した子ども全体（４５１人）の状況については、平均年齢は 12.7 歳であり、

性別は「男」が 50.1％、「女」が 47.9％となっている。 

通学・就職状況は、「小学校（31.5％）」が最も高く、「高等学校（22.2％）」、「中学校（17.3％）」が続

いている。 

同別居については、「同居」が 66.1％、「別居」が 4.4％となっている。 

 

子どもの年齢、性別、通学・就職状況、同別居（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭ごとの子どもの人数は、１人が 60.1％、２人が 29.7％、３人が 8.1％となっている。 

 

子どもの人数（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１人

60.1 

２人

29.7 

３人

8.1 

４人以上

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)

子ども全体 第１子 第２子 第３子 第４子・第５子

451人 296人 118人 30人 ７人

12.7歳 13.1歳 12.3歳 11.0歳 8.4歳

男 50.1% 52.7% 49.2% 33.3% 28.6%
女 47.9% 45.9% 47.5% 60.0% 71.4%
無回答 2.2% 1.4% 3.4% 6.7% 0.0%
保育所 11.8% 12.5% 9.3% 10.0% 14.3%
幼稚園 1.8% 1.4% 2.5% 3.3% 0.0%
小学校 31.5% 29.1% 33.9% 46.7% 28.6%
中学校 17.3% 16.2% 21.2% 6.7% 42.9%
高等学校 22.2% 23.0% 20.3% 26.7% 0.0%
専門学校 1.3% 2.0% 0.0% 0.0% 0.0%
高等専門学校・短期大学 0.4% 0.3% 0.8% 0.0% 0.0%
大学 4.7% 6.1% 2.5% 0.0% 0.0%
大学院 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
常勤の就職 3.3% 3.7% 3.4% 0.0% 0.0%
パート・アルバイト 1.3% 1.7% 0.8% 0.0% 0.0%
その他 1.1% 1.4% 0.8% 0.0% 0.0%
無回答 3.5% 2.7% 4.2% 6.7% 14.3%
同居 66.1% 66.6% 65.3% 60.0% 71.4%
別居 4.4% 4.4% 4.2% 3.3% 14.3%
無回答 29.7% 29.1% 30.5% 36.7% 14.3%

同別居

人数

平均年齢

性別

通学・
就職
状況
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（２）子どもの進学（希望・現実）（問 12） 
 

子どもの進学について、「大学卒業」は希望では 76.0％だが、現実の見通しでは 30.7％となって

いる。「わからない」は希望では 4.4％だが、現実の見通しでは 29.1％となっている。 

子どもの進学についての希望は、「大学卒業（76.0％）」が最も高く、「大学院卒業（5.4％）」、「専門

学校卒業（4.4％）」、「わからない（4.4％）」が続いている。 

平成３０年調査では、「大学卒業（77.6％）」が最も高く、「高等学校卒業（4.6％）」と「大学院卒業

（4.6％）」が同率で続いている。 

子どもの進学の現実の見通しは、「大学卒業（30.7％）」が最も高く、「わからない（29.1％）」、「高

等学校卒業（10.5％）」が続いている。 

平成３０年調査でも同様に、「大学卒業（27.6％）」が最も高く、「わからない（25.7％）」、「高等学校

卒業（15.7％）」が続いている。 

 

子どもの進学について、希望・現実の見通し（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもの進学についての希望（全体）【経年比較】 

 

 

 

 

 

中学校卒業

0.0 

4.1 

高等学校

卒業

4.1 

10.5 

専門学校

卒業

4.4 

5.1 

高等専門学校・

短期大学卒業

4.1 

2.7 

大学卒業

76.0 

30.7 

大学院卒業

5.4 

2.0 

わからない

4.4 

29.1 

無回答

1.7 

15.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

希望

(N=296)

現実

(N=296)

中学校卒業

0.0 

0.0 

高等学校

卒業

4.1 

4.6 

専門学校

卒業

4.4 

3.5 

高等専門学校・

短期大学卒業

4.1 

3.2 

大学卒業

76.0 

77.6 

大学院卒業

5.4 

4.6 

わからない

4.4 

4.1 

無回答

1.7 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=296)

平成30年

(N=370)
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子どもの進学の現実の見通し（全体）【経年比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）子どもの進学見通しの最大の理由（問 12-1） 
 

子どもの進学の現実の見通しの最大の理由は、「子どもが希望しているから（30.7％）」と「学歴は

重要だと思うから（30.7％）」が同率で最も高く、「家に経済的な余裕がないから（12.2％）」が続いて

いる。 

 

子どもの進学見通しの最大の理由（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.7

9.5

6.1

0.0

0.3

0.3

12.2

30.7

7.8

2.4

0 10 20 30 40 50

子どもが希望しているから

自分もそうであったから

子どもの学力から考えた結果

子どもの兄弟姉妹もそうするから

子どもの仲の良い友達もそうするから

できるだけ早く働いてもらいたいから

家に経済的な余裕がないから

学歴は重要だと思うから

その他

無回答
全体(N=296)

（%）

中学校卒業

4.1 

2.4 

高等学校

卒業

10.5 

15.7 

専門学校

卒業

5.1 

4.1 

高等専門学校・

短期大学卒業

2.7 

4.3 

大学卒業

30.7 

27.6 

大学院卒業

2.0 

1.9 

わからない

29.1 

25.7 

無回答

15.9 

18.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=296)

平成30年

(N=370)
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（４）子どもの多様な経験の状況（問 13） 
 

子どもの多様な経験の状況は、「ある」の割合が『遊園地やテーマパークに行く（55.1％）』で最も高

く、『旅行（国内・海外）に行く（50.7％）』、『博物館・科学館・美術館などに行く（42.2％）』と続いてい

る。 

「金銭的な理由でない」の割合は、『⑥旅行（国内・海外）に行く（31.8％）』が最も高くなっている。 

「時間の制約でない」の割合は『①海水浴に行く（22.6％）』、『③キャンプやバーベキューに行く

（20.6％）』で高くなっている。 

 

子どもの多様な経験の状況（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある

22.6 

42.2 

24.0 

41.9 

55.1 

50.7 

金銭的な理由でない

14.9 

11.1 

18.2 

17.9 

17.6 

31.8 

時間の制約でない

22.6 

18.2 

20.6 

13.9 

10.1 

8.8 

その他の理由でない

38.2 

27.0 

34.8 

24.0 

16.6 

8.8 

無回答

1.7 

1.4 

2.4 

2.4 

0.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)

① 海水浴に行く

② 博物館・科学館・

美術館などに行く

③ キャンプや

バーベキューに行く

④ スポーツ観戦

や劇場に行く

⑤ 遊園地や

テーマパークに行く

⑥ 旅行（国内・海外）

に行く
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３ お仕事に関すること 

（１）最終学歴（問 14） 
 

最終学歴は、「大学卒業（32.4％）」が最も高く、「高等学校卒業（23.3％）」、「高等専門学校・短期

大学卒業（19.6％）」が続いている。 

 

最終学歴（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ひとり親になる前の就業状況（問 15） 
 

ひとり親になる前の就業状況は、「ひとり親になる前、仕事をしていた」が 77.0％、「ひとり親にな

る前、仕事をしていなかった」が 23.0％となっている。 

 

ひとり親になる前の就業状況（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひとり親になる前、

仕事をしていた

77.0 

ひとり親になる前、

仕事をしていなかった

23.0 

無回答

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)

中学校卒業

5.4 

高等学校卒業

23.3 

専門学校

（高等学校卒業後に

進学するもの）

卒業

15.2 

高等専門学校・

短期大学卒業

19.6 

大学卒業

32.4 

大学院卒業

3.7 

その他

0.3 

無回答

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)
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（３）ひとり親になる前の雇用形態（問 15-1） 
 

ひとり親になる前、仕事をしていたと回答した人に、ひとり親になる前の雇用形態をたずねたとこ

ろ、「常勤（正社員）（47.4％）」が最も高く、「パート・アルバイト（25.9％）」、「自営業・自営業手伝い

（16.2％）」が続いている。 

 

ひとり親になる前の雇用形態（全体） 

＜ひとり親になる前、仕事をしていた人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）ひとり親になったことによる転職状況（問 15-２） 
 

ひとり親になる前、仕事をしていたと回答した人に、ひとり親になったことによる転職状況をたず

ねたところ、「転職しなかった（続けた）（46.1％）」が最も高く、「収入増をめざして転職した

（22.4％）」、「家事・育児との両立のため転職した（20.6％）」が続いている。 

 

ひとり親になったことによる転職状況（全体）：複数回答 

＜ひとり親になる前、仕事をしていた人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22.4

20.6

6.1

3.9

46.1

8.3

2.2

0 10 20 30 40 50

収入増をめざして転職した

家事・育児との両立のため転職した

引っ越したため転職した

契約終了のため転職した

転職しなかった(続けた)

その他

無回答 全体(n=228)

（%）

常勤（正社員）

47.4 

パート・

アルバイト

25.9 

自営業・

自営業手伝い

16.2 

派遣・契約社員

9.2 

その他

1.3 

無回答

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=228)
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（５）ひとり親になる前に仕事をしていなかった理由（問 15-3） 
 

ひとり親になる前、仕事をしていなかったと回答した人に、ひとり親になる前に仕事をしていなかっ

た理由をたずねたところ、「家事・育児に専念したかったから（30.9％）」が最も高く、「働きたかった

が、家事・育児との両立ができなかったから（20.6％）」、「その他（20.6％）」が続いている。 

 

ひとり親になる前に仕事をしていなかった理由（全体） 

＜ひとり親になる前、仕事をしていなかった人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）現在の就労状況（問 16） 
 

現在の就労状況は、「働いている」が 90.9％、「働いていない」が 9.1％となっている。 

平成３０年調査では「働いている」が 87.3％、「働いていない」が 8.6％となっている。 

 

現在の就労状況（全体）【経年比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

働いている

90.9 

87.3 

働いていない

9.1 

8.6 

無回答

0.0 

4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=296)

平成30年

(N=370)

家事・育児に

専念したかったから

30.9 

働きたかったが、

家事・育児との両立が

できなかったから

20.6 

働きたかったが、

子どもの親に

働くことを

反対されたから

13.2 

働きたかったが、

仕事が見つから

なかったから

5.9 

働く必要が

なかったから

8.8 

その他

20.6 

無回答

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=68)
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（７）現在の雇用形態（問 17(1)） 
 

働いていると回答した人に、現在の雇用形態をたずねたところ、「常勤（正社員）（50.2％）」が最も

高く、「パート・アルバイト（19.3％）」、「自営業・自営業手伝い（15.6％）」が続いている。 

平成３０年調査と比較すると、令和５年調査では、「常勤（正社員）（42.7％→50.2％）」が7.5ポイ

ント高くなり、「パート・アルバイト（25.7％→19.3％）」が6.4ポイント低くなっている。 

 

現在の雇用形態（全体） 

＜働いている人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）週当たりの就労日数／平日の出勤・帰宅時間／22 時以降の深夜勤務

の有無／土曜日勤務の有無／日曜・祝日勤務の有無／副業の有無（問

17(2)） 
 

◆週当たりの就労日数 

働いていると回答した人に、週当たりの就労日数をたずねたところ、「５日（69.9％）」が最も高く、

「６日（7.8％）」、「４日（7.4％）」が続いている。平均は 4.9 日となっている。 

 

週当たりの就労日数（全体） 

＜働いている人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１日

1.5 

２日

0.4 

３日

6.3 

４日

7.4 

５日

69.9 

６日

7.8 

７日

4.1 

無回答

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=269)

常勤（正社員）

50.2 

42.7 

パート･

アルバイト

19.3 

25.7 

自営業・

自営業手伝い

15.6 

13.3 

派遣・契約社員

13.0 

14.2 

その他

1.5 

3.4 

無回答

0.4 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(n=269)

平成30年

(n=323)



 

19 

◆平日の出勤・帰宅時間 

働いていると回答した人に、平日の出勤時間をたずねたところ、「９時台（37.2％）」が最も高く、

「10 時台（23.8％）」、「８時台（20.1％）」が続いている。 

働いていると回答した人に、平日の帰宅時間をたずねたところ、「18 時台（24.9％）」が最も高く、

「19 時台（21.9％）」、「17 時台（13.8％）」が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆22 時以降の深夜勤務の有無 

働いていると回答した人に、22 時以降の深夜勤務の有無をたずねたところ、「定期的にある」が

7.4％、「不定期にある」が 10.8％、「なし」が 80.7％となっている。 

 

22 時以降の深夜勤務の有無（全体） 

＜働いている人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

平日の出勤時間（全体） 

＜働いている人＞ 

平日の帰宅時間（全体） 

＜働いている人＞ 

0.4

0.7

3.7

20.1

37.2

23.8

6.7

2.2

1.1

1.5

2.6

0 10 20 30 40 50

０～５時台

６時台

７時台

８時台

９時台

10時台

11時台

12～14時台

15～17時台

18時台以降

無回答 全体(n=269)

（%）

3.0

1.5

8.2

13.8

24.9

21.9

12.6

6.7

3.7

0.7

3.0

0 10 20 30 40 50

０～５時台

６～11時台

12～16時台

17時台

18時台

19時台

20時台

21時台

22時台

23時台

無回答 全体(n=269)

（%）

定期的にある

7.4 

不定期にある

10.8 

なし

80.7 

無回答

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(ｎ=269)
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◆土曜日勤務の有無 

働いていると回答した人に、土曜日勤務の有無をたずねたところ、「定期的にある」が 25.3％、「不

定期にある」が 31.6％、「なし」が 42.0％となっている。 

 

土曜日勤務の有無（全体） 

＜働いている人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

◆日曜・祝日勤務の有無 

働いていると回答した人に、日曜・祝日勤務の有無をたずねたところ、「定期的にある」が 14.9％、

「不定期にある」が 26.0％、「なし」が 57.6％となっている。 

 

日曜・祝日勤務の有無（全体） 

＜働いている人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
◆副業の有無 

働いていると回答した人に、副業の有無をたずねたところ、《している》（「１つしている」と「２つ以上

している」の合計）が 13.8％、「していない」は 85.5％となっている。 

 

副業の有無（全体） 

＜働いている人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

定期的にある

25.3 

不定期にある

31.6 

なし

42.0 

無回答

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(ｎ=269)

定期的にある

14.9 

不定期にある

26.0 

なし

57.6 

無回答

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(ｎ=269)

１つしている

10.8 

２つ以上している

3.0 

していない

85.5 

無回答

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(ｎ=269)
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（9）勤務地（問 17(3)） 
 

働いていると回答した人に、勤務地をたずねたところ、「中央区（51.3％）」が最も高く、「隣接区（千

代田区、港区、台東区、墨田区、江東区）（34.2％）」、「中央区・隣接区以外の区（11.2％）」が続いてい

る。 

勤務地（全体） 

＜働いている人＞ 

 

 

 

 

 

 

（10）片道の通勤時間（問 17(4)） 
 

働いていると回答した人に、片道の通勤時間をたずねたところ、「10～30 分以内（48.3％）」が最

も高く、「30 分～1 時間未満（29.4％）」、「10 分以内（19.3％）」が続いている。 

 

片道の通勤時間（全体） 

＜働いている人＞ 

 

 

 

 

 
 
 

（11）現在の仕事の勤務年数（問 17(５)） 
 

働いていると回答した人に、現在の仕事の勤務年数をたずねたところ、「10 年以上（25.7％）」が

最も高く、「５～10 年未満（24.2％）」、「１～３年未満（20.4％）」が続いている。 

 

現在の仕事の勤務年数（全体） 

＜働いている人＞ 

 

 

 

 

 

 

中央区内

51.3 

隣接区(千代田区、港区、

台東区、墨田区、江東区）

34.2 

中央区・

隣接区以外の区

11.2 

東京23区外

3.3 

無回答

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=269)

１年未満

12.3 

１～３年未満

20.4 

３～５年未満

16.7 

５～10年未満

24.2 

10年以上

25.7 

無回答

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=269)

１年未満

12.3 

１～３年未満

20.4 

３～５年未満

16.7 

５～10年未満

24.2 

10年以上

25.7 

無回答

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=269)
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（12）就職の際の相談窓口等（問 17(６)） 
 

働いていると回答した人に、就職の際の相談窓口等をたずねたところ、「インターネットの求人情報

サイト（43.9％）」が最も高く、「友人・知人からの紹介（21.6％）」、「ハローワーク（21.2％）」が続いて

いる。 

平成３０年調査では、「友人・知人からの紹介（30.0％）」が最も高く、「インターネットの求人情報サ

イト（29.7％）」、「就職情報誌、求人広告（18.9％）」が続いている。 

平成３０年調査と比較すると、令和５年調査では、「ハローワーク（13.3％→21.2％）」、「インターネ

ットの求人情報サイト（29.7％→43.7％）」の割合が 5.0 ポイント以上高くなり、「就職情報誌、求人

広告（18.9％→13.8％）」、「友人・知人からの紹介（30.0％→21.6％）」の割合が 5.0 ポイント以上

低くなっている。 

 

就職の際の相談窓口等（全体）：複数回答【経年比較】 

＜働いている人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21.2

4.8

3.7

3.0

13.8

43.9

21.6

18.6

5.2

13.3

3.7

1.2

0.6

18.9

29.7

30.0

16.1

8.0

0 20 40 60

ハローワーク

マザーズハローワーク

東京しごとセンター

東京都ひとり親家庭支援センター「はあと」

就職情報誌、求人広告

インターネットの求人情報サイト

友人・知人からの紹介

その他

無回答
令和５年(n=269)

平成30年(n=323)

（%）
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（13）仕事を探している時の問題点（問 17(７)） 
 

働いていると回答した人に、仕事を探している時の問題点をたずねたところ、「希望する条件に合う

就労先がない（31.6％）」が最も高く、「希望する就労先の募集条件に合う資格・技能・経験がない

（25.3％）」が続いている。「問題点は特にない」は 27.9％となっている。 

平成３０年調査では、「希望する条件に合う就労先がない（26.6％）」が最も高く、「希望する就労先

の募集条件の年齢制限を超えてしまっている（22.3％）」が続いている。「問題点は特にない」は

34.1％となっている。 

平成３０年調査と比較すると、令和５年調査では、「希望する条件に合う就労先がない（26.6％→

31.6％）」の割合が5.0ポイント以上高くなり、「希望する就労先の募集条件の年齢制限を超えてしま

っている（22.3％→16.4％）」、「問題点は特にない（34.1％→27.9％）」の割合が5.0ポイント以上

低くなっている。 

 

仕事を探している時の問題点（全体）：複数回答【経年比較】 

＜働いている人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.6

25.3

13.4

31.6

16.4

14.1

4.1

8.9

7.4

27.9

5.2

15.2

21.4

13.9

26.6

22.3

13.9

3.4

9.6

8.4

34.1

3.7

0 10 20 30 40 50

就職活動中の子どもの預け先がない

希望する就労先の募集条件に合う資格・技能等がない

希望する就労先の募集条件に合う学歴がない

希望する条件に合う就労先がない

希望する就労先の募集条件の

年齢制限を超えてしまっている

子どもの年齢が低いことを問題にされた

仕事探しを相談できる場所がない

ひとり親というだけで不採用となってしまう

その他

問題点は特にない

無回答

令和５年(n=269)

平成30年(n=323)

（%）
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（14）あればよかったと思う就労支援（問 17(８)） 
 

働いていると回答した人に、あればよかったと思う就労支援をたずねたところ、「条件の合う仕事の

あっせん（28.6％）」が最も高く、「職業訓練中の経済的支援（25.3％）」が続いている。「特にない」は

27.1％となっている。 

 

あればよかったと思う就労支援（全体）：複数回答 

＜働いている人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28.6

13.4

25.3

17.5

11.9

23.0

7.1

1.1

11.5

5.6

27.1

6.3

0 10 20 30 40 50

条件の合う仕事のあっせん

職業訓練の機会が増えること

職業訓練中の経済的支援

就職活動や職業訓練中の子どもの保育

就職のための適性診断

表計算ソフト等のパソコンのスキルアップなどの講座

履歴書の書き方の指導など

ハローワーク等への同行（就業支援専門員）

就職まで寄り添って支援してくれる相談員

その他

特にない

無回答 全体(n=269)

（%）
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（1５）転職希望の有無（問 17(９)） 
 

働いていると回答した人に、転職希望の有無をたずねたところ、《転職を希望している》（「強く転職

を希望している」と「できれば転職をしたい」の合計）が 37.9％、「転職は考えていない」は 61.0％と

なっている。 

平成３０年調査では、《転職を希望している》は 32.0％、「転職は考えていない」は 64.9％となっ

ている。 

 

転職希望の有無（全体）【経年比較】 

＜働いている人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1６）転職したい主な理由（問 17(10)） 
 

働いている人で、「強く転職を希望している」または「できれば転職をしたい」と回答した人に、転職

したい主な理由をたずねたところ、「賃金（収入）が安いから（49.0％）」が最も高く、「その他

（18.6％）」、「仕事の内容に不満があるから（9.8％）」が続いている。 

平成３０年調査では、「賃金（収入）が安いから（30.4％）」が最も高く、「正社員でないから

（19.6％）」と「その他（19.6％）」が同率で続いている。 

 

転職したい主な理由（全体）【経年比較】 

＜働いている人で強く転職を希望している人、またはできれば転職をしたい人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賃金（収入）が

安いから

49.0 

30.4 

仕事の内容に

不満があるから

9.8 

5.9 

職場の

人間関係に

不満があるから

7.8 

4.9 

通勤時間が

長いから

4.9 

1.0 

正社員

でないから

5.9 

19.6 

休暇が取得

しにくいため

3.9 

1.0 

その他

18.6 

19.6 

無回答

0.0 

17.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(n=102)

平成30年

(n=102)

強く転職を希望している

5.2 

8.1 

できれば転職をしたい

32.7 

23.9 

転職は考えていない

61.0 

64.9 

無回答

1.1 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(n=269)

平成30年

(n=323)
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（1７）仕事と子育ての両立で大変なこと（問 18） 
 

働いていると回答した人に、仕事と子育ての両立で大変なことをたずねたところ、「子どもが急に病

気になったときに代わりに面倒をみてくれる人がいないこと（61.7％）」が最も高く、「子どもとのコミ

ュニケーションの時間が十分に取れないこと（56.5％）」、「子育てのため、就業時間を長く取れないこ

と（34.6％）」が続いている。「特にない」は 10.8％である。 

平成３０年調査では、「子どもとのコミュニケーションの時間が十分に取れないこと（57.0％）」が最

も高く、「子どもが急に病気になった時に代わりに面倒をみてくれる人がいないこと（49.8％）」、「子

育てのため、就業時間を長く取れないこと（33.1％）」が続いている。 

平成３０年調査と比較すると、令和５年調査では、「子どもが急に病気になった時に代わりに面倒を

みてくれる人がいないこと（49.8％→61.7％）」の割合が 11.9 ポイント高くなっている。 

 

仕事と子育ての両立で大変なこと（全体）：複数回答【経年比較】 

＜働いている人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.1

34.6

61.7

7.8

56.5

16.7

10.8

0.0

26.3

33.1

49.8

9.3

57.0

11.1

10.5

0.3

0 20 40 60 80

急に残業が入ってしまうこと

子育てのため、

就業時間を長くとれないこと

子どもが急に病気になった時に代わりに

面倒をみてくれる人がいないこと

子育てしながら働くことについて

職場の理解が得られないこと

子どもとのコミュニケーションの時間が

十分にとれないこと

その他

特にない

無回答
令和５年(ｎ=269）

平成30年(ｎ=323)

（%）
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（1８）仕事と子育ての両立のために望まれる取り組み（問 19） 
 

働いていると回答した人に、仕事と子育ての両立のために望まれる取り組みをたずねたところ、「子

どもの看護休暇制度の義務化と取得促進（48.0％）」が最も高く、「学童クラブなど放課後の居場所の

充実（46.1％）」、「病児・病後児保育の充実（36.8％）」が続いている。「特にない」は 10.8％である。 

平成３０年調査では、「学童クラブなど放課後の居場所の充実（41.0％）」が最も高く、「子どもの看

護休暇制度の義務化と取得促進（37.3％）」、「病児・病後児保育の充実（37.3％）」が続いている。 

平成３０年調査と比較すると、令和５年調査では、「子どもの看護休暇制度の義務化と取得促進

（37.3％→48.0％）」、「学童クラブなど放課後の居場所の充実（41.0％→46.1％）」の割合が５.０

ポイント以上高くなり、「保育サービスの拡充（定員の拡大、時間延長など）（３０.７％→23.0％）」の割

合が 5.0 ポイント以上低くなっている。 

 

仕事と子育ての両立のために望まれる取り組み（全体）：複数回答【経年比較】 

＜働いている人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.0

13.0

48.0

7.1

23.0

10.4

36.8

26.0

46.1

15.6

10.8

0.7

28.3

15.5

37.3

7.1

30.7

14.0

37.3

27.3

41.0

13.7

15.2

1.2

0 20 40 60

労働時間の短縮

育児休業などの取得促進

子どもの看護休暇制度の義務化と取得促進

男性の育児参加の促進（男性の育児休業の取得促進など）

保育サービスの拡充（定員の拡大、時間の延長など）

幼稚園での預かり保育の充実

病児・病後児保育の充実

一時預かり保育の充実

学童クラブなど放課後の居場所の充実

その他

特にない

無回答
令和５年(ｎ=269)

平成30年(ｎ=323)

（%）
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（19）現在、働いていない理由（問 20） 
 

働いていないと回答した人に、現在、働いていない理由をたずねたところ、「自分の健康上の理由

（33.3％）」が最も高く、「希望する条件に合う仕事がないため（25.9％）」、「その他（22.2％）」が続

いている。 

 

現在、働いていない理由（全体）：複数回答 

＜働いていない人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（20）今後の就業意向（問 21） 
 

働いていないと回答した人に、今後の就業意向をたずねたところ、「働く意思はあるが事情があっ

て働けない（44.4％）」が最も高く、「現在、求職中である（33.3％）」が続いている。 

 

今後の就業意向（全体） 

＜働いていない人＞ 

 

 

 

 

 

25.9

7.4

11.1

14.8

33.3

11.1

11.1

0.0

3.7

22.2

0.0

0 10 20 30 40 50

希望する条件に合う仕事がないため

勉強中（資格取得、在学等）のため

子育てに専念するため

家族の介護のため

自分の健康上の理由

子どもの健康上の理由

子どもの預け先がないため

新型コロナウイルス感染症拡大による

雇い止めにあったため

経済的理由で働く必要がないため

その他

無回答 全体(n=27)

（%）

現在、求職中である

33.3 

現在、職業訓練中

または学校に通学中

7.4 

当面、働く意思はない

7.4 

働く意思はあるが

事情があって働けない

44.4 

無回答

7.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=27)
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（21）習得したい資格、技能（問 22） 
 

習得したい資格、技能は、「コンピュータ・ＯＡ機器に関する資格（37.8％）」が最も高く、「語学に関

する資格（32.4％）」、「経営・労務・金融に関する資格（22.6％）」が続いている。「特にない」は

19.3％である。 

 

習得したい資格、技能（全体）：複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.8

17.9

18.6

8.4

22.6

4.1

7.4

32.4

6.8

5.4

19.3

3.4

0 10 20 30 40 50

コンピュータ・ＯＡ機器に関する資格

社会福祉に関する資格

医療・衛生に関する資格

司法に関する資格

経営・労務・金融に関する資格

営業・販売・サービスに関する資格

建築・土木・不動産に関する資格

語学に関する資格

自動車運転免許

その他

特にない

無回答 全体(N=296)

（%）
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４ 養育費 

（１）養育費についての約束の有無（問 23） 
 

ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかと回答した人に、養育費についての約束の

有無をたずねたところ、「書面を取り交わした（37.3％）」が最も高く、「特に取り決めをしなかった

（36.5％）」、「口頭で約束した（15.1％）」が続いている。 

《何らかの取り決めをした》（「書面を取り交わした」、「口頭で約束した」、「その他」の合計）の割合は

58.7％となっている。 

平成３０年調査と比較すると、令和５年調査では、《何らかの取り決めをした(46.9％→58.7％)》

の割合が 11.8 ポイント高くなっている。 

 

養育費についての約束の有無（全体）【経年比較】 

＜ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に取り決め

をしなかった

36.5 

42.6 

書面を

取り交わした

37.3 

31.5 

口頭で約束した

15.1 

12.5 

その他

6.3 

2.9 

無回答

4.8 

10.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(n=271)

平成30年

(n=343)
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（２）養育費について取り決めなかった理由（問 23-1） 
 

ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人で養育費の支払いについて特に取り決

めをしなかった人に、養育費について取り決めなかった理由をたずねたところ、「相手と関わりたくな

かったから（44.4％）」が最も高く、「自分で選んだ道なので最初からあてにしなかったから

（43.4％）」、「相手に支払う意思や能力がないと思ったから（34.3％）」が続いている。 

平成３０年調査では、「相手に支払う意思や能力がないと思ったから（40.0％）」が最も高く、「自分

で選んだ道なので最初からあてにしなかったから（38.6％）」、「相手と関わりたくなかったから

（36.6％）」が続いている。 

平成３０年調査と比較すると、令和５年調査では、「相手に支払う意思や能力がないと思ったから

（40.0％→34.3％）」の割合が5.7ポイント低くなっている。 

 

養育費について取り決めなかった理由（全体）：複数回答【経年比較】 

＜ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人で 

養育費の支払いについて特に取り決めをしなかった人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17.2

44.4

14.1

24.2

8.1

34.3

4.0

43.4

4.0

10.1

1.0

21.4

36.6

6.9

21.4

5.5

40.0

3.4

38.6

3.4

7.6

4.8

0 10 20 30 40 50

取り決めの交渉をしたがまとまらなかったから

相手と関わりたくなかったから

取り決めの交渉がわずらわしいから

相手に養育費を請求できるとは思わなかったから

自分の収入で経済的に問題がないから

相手に支払う意思や能力がないと思ったから

子どもを引き取った方が、

養育費を負担するものだと思っていたから

自分で選んだ道なので最初からあてにしなかったから

現在交渉中または交渉予定である

その他

無回答

令和５年(n=99)

平成30年(n=145)

（%）
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（３）養育費の受取状況（問 23-２） 
 

ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人で養育費の支払いについて何らかの取

り決めをした人に、養育費の受取状況をたずねたところ、「受け取っている」が 54.1％、「受け取って

いない」が 45.9％となっている。 

平成３０年調査では、「受け取っている」が 59.0％、「受け取っていない」が 39.8％となっている。 

 

養育費の受取状況（全体）【経年比較】 

＜ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人で 

養育費の支払いについて何らかの取り決めをした人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受け取っている

54.1 

59.0 

受け取っていない

45.9 

39.8 

無回答

0.0 

1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(n=159)

平成30年

(n=161)
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（４）養育費についての約束は守られているか（問 23-３） 
 

ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人で養育費の支払いについて何らかの取

り決めをした人のうち、養育費を受け取っている人に、養育費についての約束は守られているかたず

ねたところ、「きちんと守れられている（53.5％）」が最も高く、「大体守られている（32.6％）」、「あま

り守られていない（11.6％）」が続いている。 

《守られている》（「きちんと守られている」、「大体守られている」の合計）の割合は 86.1％、《守られ

ていない》（「あまり守られていない」、「まったく守られていない」の合計）の割合は 13.9％となって

いる。 

平成３０年調査では、《守られている》の割合は86.3％、《守られていない》の割合は13.7%となっ

ている。 

 

養育費についての約束は守られているか（全体）【経年比較】 

＜ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人で 

養育費の支払いについて何らかの取り決めをした人のうち、養育費を受け取っている人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

きちんと

守られている

53.5 

58.9 

大体守られている

32.6 

27.4 

あまり

守られていない

11.6 

10.5 

まったく

守られていない

2.3 

3.2 

無回答

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(n=86)

平成30年

(n=95)
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（５）養育費を受け取っていない理由（問 23-４） 
 

ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人で養育費の支払いについて何らかの取

り決めをした人のうち、養育費を受け取っていない人に、養育費を受け取っていない理由をたずねた

ところ、「相手に支払い能力がなくなった（41.1％）」が最も高く、「取り決めた約束が破棄された

（34.2％）」が続いている。 

平成３０年調査では、「取り決めた約束が破棄された（40.6％）」が最も高く、「相手に支払い能力が

なくなった（32.8％）」が続いている。 

 

養育費を受け取っていない理由（全体）：複数回答【経年比較】 

＜ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人で 

養育費の支払いについて何らかの取り決めをした人のうち、養育費を受け取っていない人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.7

9.6

34.2

41.1

0.0

28.8

1.4

6.3

3.1

40.6

32.8

1.6

31.3

0.0

0 10 20 30 40 50

請求する相手がいない

自ら受け取りを拒否した

取り決めた約束が破棄された

相手に支払い能力がなくなった

履行期間が終了した（子が成長した）

その他

無回答
令和５年(n=73）

平成30年(n=64)

（%）
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５ 面会交流 

（１）面会交流についての約束の有無（問 24） 
 

ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人に、面会交流についての約束の有無を

たずねたところ、「特に取り決めをしなかった（48.3％）」が最も高く、「書面を取り交わした

（25.8％）」、「口頭で約束した（14.4％）」が続いている。 

《何らかの取り決めをした》（「書面を取り交わした」、「口頭で約束した」、「その他」の合計）の割合は

44.3％となっている。 

 

面会交流についての約束の有無（全体） 

＜ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

（２）面会交流について取り決めなかった理由（問 24-1） 
 

ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人で面会交流について特に取り決めをし

なかった人に、面会交流について取り決めなかった理由をたずねたところ、「相手と関わりたくなかっ

たから（42.7％）」が最も高く、「その他（22.1％）」、「取り決めの交渉がわずらわしいから（16.8％）」、

「面会交流の必要性を感じなかったから（16.8％）」が続いている。 

 

面会交流について取り決めなかった理由（全体）：複数回答 

＜ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人で 

面会交流について特に取り決めをしなかった人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.4

42.7

16.8

4.6

12.2

15.3

16.8

2.3

22.1

0.0

0 10 20 30 40 50

取り決めの交渉をしたが

まとまらなかったから

相手と関わりたくなかったから

取り決めの交渉がわずらわしいから

取り決めの方法が分からなかったから

面会交流を行うことが

好ましくないと思ったから

元夫（妻）が面会交流を望まなかったから

面会交流の必要性を感じなかったから

現在交渉中または交渉予定である

その他

無回答 全体(n=131)

（%）

特に取り決め

をしなかった

48.3 

書面を

取り交わした

25.8 

口頭で約束した

14.4 

その他

4.1 

無回答

7.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=271)
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（３）面会交流の実施状況（問 24-2） 
 

ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人で面会交流について何らかの取り決め

をした人に、面会交流の実施状況をたずねたところ、「現在も面会交流を行っている（46.7％）」が最

も高く、「面会交流を行ったことがない（27.5％）」、「面会交流を行っていたことがある（23.3％）」が

続いている。 

《面会交流を行っている・行っていたことがある》（「現在も面会交流を行っている」、「面会交流を行

っていたことがある」の合計）の割合は 70.0％となっている。 

 

面会交流の実施状況（全体） 

＜ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人で 

面会交流について何らかの取り決めをした人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）面会交流の実施頻度（問 24-3） 
 

ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人で面会交流について何らかの取り決め

をした人で面会交流を行っている・行っていたことがある人に、面会交流の実施頻度をたずねたとこ

ろ、「月１回以上２回未満（25.0％）」が最も高く、「月２回以上（19.0％）」、「その他（15.5％）」が続い

ている。 

 

面会交流の実施頻度（全体） 

＜ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人で面会交流について 

何らかの取り決めをした人で面会交流を行っている・行っていたことがある人＞ 

 

 

 

 

 

 

現在も面会交流を

行っている

46.7 

面会交流を

行っていたことがある

23.3 

面会交流を

行ったことがない

27.5 

無回答

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(ｎ=120)

月２回以上

19.0 

月１回以上

２回未満

25.0 

２～３か月に

１回以上

11.9 

４～６か月に

１回以上

10.7 

子どもの夏休み中

・冬休み中などの

長期休暇中

11.9 

別途協議で

決めている

4.8 

その他

15.5 

無回答

1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=84)



 

37 

６ 子育てについて 

（１）子育てをして良かったこと（問 25） 
 

子育てをして良かったことは、「子どもが成長すること（84.1％）」が最も高く、「子育てを通じて自

分も成長できたこと（78.7％）」、「子どもを持つ喜びが実感できたこと（78.4％）」が続いている。

「特にない」は 2.4％である。 

平成３０年調査では、「子どもが成長すること（87.6％）」が最も高く、「子育てを通じて自分も成長

できたこと（78.4％）」、「子どもを持つ喜びが実感できたこと（76.8％）」が続いている。 

平成３０年調査と比較すると、令和５年調査では「家庭が明るくなったこと(41.9％→47.3％)」、

「家族間の会話が増えたこと(33.8％→40.2％)」の割合が5.0ポイント以上高くなっている。 

 

子育てをして良かったこと（全体）：複数回答【経年比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

78.4

84.1

78.7

40.2

47.3

38.9

58.4

6.1

2.4

0.3

76.8

87.6

78.4

33.8

41.9

37.8

57.0

5.9

0.5

0.0

0 20 40 60 80 100

子どもを持つ喜びが実感できたこと

子どもが成長すること

子育てを通じて自分も成長できたこと

家族間の会話が増えたこと

家庭が明るくなったこと

子育てを通じて自分の友人が増えたこと

自分の親への感謝の気持ちが生まれたこと

その他

特にない

無回答

令和５年(N=296）

平成30年(N=370)

（%）



 

38 

（２）子育てに関する悩み／子どもに関する悩み（問 26） 
 

◆子育てに関する悩み 

子育てに関する悩みは、「子どものしつけ・教育（63.2％）」が最も高く、「子どもにきつくあたってし

まう（42.6％）」、「勉強を教えてあげられない（40.2％）」が続いている。「特にない」は10.8％であ

る。 

平成３０年調査も同様に、「子どものしつけ・教育（60.3％）」が最も高く、「子どもにきつくあたって

しまう（45.9％）」、「勉強を教えてあげられない（31.4％）」が続いている。 

平成３０年調査と比較すると、令和５年調査では、「子どもと遊ぶ時間がない(27.8％→33.8％)」、

「勉強を教えてあげられない（31.4％→40.2％）」の割合が5.0ポイント以上高くなっている。 

 

子育てに関する悩み（全体）：複数回答【経年比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

63.2

33.8

40.2

15.9

42.6

14.5

5.4

10.8

1.7

60.3

27.8

31.4

13.8

45.9

13.0

2.4

10.8

1.9

0 20 40 60 80

子どものしつけ・教育

子どもと遊ぶ時間がない

勉強を教えてあげられない

子どもの悩みを聞いてあげられない

子どもにきつくあたってしまうことがある

親同士の関係

その他

特にない

無回答
令和５年(N=296）

平成30年(N=370)

（%）
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◆子どもに関する悩み 

子どもに関する悩みは、「子どもの進学・就職（56.4％）」が最も高く、「子どもの学力（49.0％）」、

「子どもの健康・障害（32.8％）」が続いている。「特にない」は 17.6％である。 

平成３０年調査でも同様に、「子どもの進学・就職（54.3％）」が最も高く、「子どもの学力

（41.6％）」、「子どもの健康・障害（25.1％）」が続いている。 

平成３０年調査と比較すると、令和５年調査では、「子どもの健康・障害(25.1％→32.8％)」、「子

どもの学力(41.6％→49.0％)」、「不登校・引きこもり(5.9％→13.9％)」が 5.0 ポイント以上高く

なっている。 

 

子どもに関する悩み（全体）：複数回答【経年比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.8

49.0

56.4

25.0

16.2

13.9

3.4

17.6

2.0

25.1

41.6

54.3

21.4

11.6

5.9

3.5

18.1

3.2

0 20 40 60

子どもの健康・障害

子どもの学力

子どもの進学・就職

子どもの友達関係・いじめ

子どもの素行

不登校・引きこもり

その他

特にない

無回答
令和５年(N=296）

平成30年(N=370)

（%）
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（３）今の生活の悩み／将来の不安（問 27） 
 

◆今の生活の悩み 

今の生活の悩みは、「物価高騰による経済的負担の増加（83.4％）」が最も高く、「自分の健康

（59.1％）」、「家が狭い・快適ではない（35.1％）」が続いている。「特にない」は 4.1％である。 

平成３０年調査では、「自分の健康（58.4％）」が最も高く、「家が狭い・快適ではない（34.3％）」、

「家事の負担（27.8％）」が続いている。 

今の生活の悩み（全体）：複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※令和５年調査では、「社会からの孤立感」を削除し、「物価高騰による経済的負担の増加」を追加している。 

 

今の生活の悩み（全体）：複数回答【平成 30 年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59.1

23.6

28.7

28.4

35.1

13.2

83.4

7.1

4.1

0.3

0 20 40 60 80 100

自分の健康

仕事の拘束時間

家事の負担

食生活・栄養

家が狭い・快適でない

ひとり親家庭への周囲の理解不足

物価高騰による経済的負担の増加

その他

特にない

無回答
全体(N=296）

（%）

58.4

27.0

27.8

17.3

34.3

15.4

9.2

9.2

10.8

2.7

0 20 40 60 80 100

自分の健康

仕事の拘束時間

家事の負担

食生活・栄養

家が狭い・快適でない

ひとり親家庭への周囲の理解不足

社会からの孤立感

その他

特にない

無回答
全体(N=370)

（%）
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◆将来の不安 

将来の不安は、「子どもの教育費や将来のこと（80.1％）」が最も高く、「生活費が足りなくなること

（73.0％）」、「自分の老後のこと（59.8％）」が続いている。「特にない」は 3.7％である。 

平成３０年調査でも同様に、「子どもの教育費や将来のこと（76.5％）」が最も高く、「生活費が足り

なくなること（67.0％）」、「自分の老後のこと（60.3％）」が続いている。 

 

将来の不安（全体）：複数回答【経年比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

73.0

23.0

37.5

40.2

80.1

11.5

59.8

2.7

3.7

0.0

67.0

23.8

41.1

39.2

76.5

15.4

60.3

2.7

3.2

1.6

0 20 40 60 80 100

生活費が足りなくなること

就職・転職ができるかどうか

今の仕事が続けられるかどうか

自分の親の介護

子どもの教育費や将来のこと

再婚

自分の老後のこと

その他

特にない

無回答

令和５年(N=296）

平成30年(N=370)

（%）
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（４）子育てに関する悩みや不安の相談相手・機関（問 28） 
 

子育てに関する悩みや不安の相談相手・機関は、「友人や知人（55.7％）」が最も高く、「祖父母・兄

弟等の親族（45.3％）」、「職場の人（17.9％）」が続いている。「相談相手がいない」は 7.4％である。 

 

子育てに関する悩みや不安の相談相手・機関（全体）：複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

45.3

55.7

3.0

17.9

8.1

13.5

3.0

0.3

1.7

2.0

0.7

3.7

3.7

2.4

0.7

0.0

2.4

0.3

1.7

1.4

0.3

1.0

4.7

7.4

3.0

7.4

0.3

0 20 40 60

祖父母・兄弟等の親族

友人や知人

近所の人

職場の人

保育所・幼稚園、学校等の他の保護者

保育所・幼稚園、学校等の他の担任等

学童クラブや子どもの居場所「プレディ」の職員等

民生・児童委員

区の区民相談（女性相談・家庭相談等）

子育て支援課のひとり親家庭相談

保健所・保健センター等の保健師

かかりつけ医師・看護師等

子ども家庭支援センター きらら中央

子ども発達支援センターゆりのき

児童館

福祉センター

教育センター

社会福祉協議会（地域福祉コーディネーター）

児童相談所

子育て支援を行うＮＰＯ等

子どもほっとライン

インターネット上で相談する

その他

相談相手がいない

相談する機関がわからない

相談することがない

無回答

全体(N=296)

（%）
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（５）毎月の住宅費（問 29） 
 

毎月の住宅費は、「負担額なし（18.9％）」が最も高く、「８～11 万円未満（18.6％）」、「11～14 万

円未満（13.5％）」が続いている。 

 

毎月の住宅費（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18.9

3.7

13.2

9.8

18.6

13.5

9.1

4.1

9.1

0.0

0 10 20 30

負担額なし

2万円未満

2～5万円未満

5～８万円未満

８～11万円未満

11～14万円未満

14～17万円未満

17～20万円未満

20万円以上

無回答 全体(N=296)

（%）
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（６）経済的な理由による困窮経験（問 30） 
 

経済的な理由による困窮経験は、《あった》（「何度かあった」と「頻繁にあった」の合計）の割合が『②

必要な衣料が買えなかった（38.2％）』と『①必要な食料が買えなかった（32.1％）』で高く、『④電話

料金の滞納（8.8％）』で最も低くなっている。 

経済的な理由による困窮経験の有無は、「ある」が 44.6％となっている。なお、困窮経験の①～⑦

の項目で、１つでも「何度かあった」と「頻繁にあった」と回答した人を「ある」としている。 

 

経済的な理由による困窮経験（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済的な理由による困窮経験の有無（全体） 

＜経済的な理由による困窮経験の①～⑦の項目で、１つでも「何度かあった」 

もしくは「頻繁にあった」と回答した人を「ある」としている＞ 

 

まったくない

66.9 

60.8 

88.2 

89.5 

88.2 

87.8 

84.8 

何度かあった

24.3 

26.7 

6.8 

6.4 

6.1 

6.8 

10.8 

頻繁にあった

7.8 

11.5 

3.4 

2.4 

3.4 

3.0 

3.4 

無回答

1.0 

1.0 

1.7 

1.7 

2.4 

2.4 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)

① 必要な食料が

買えなかった

② 必要な衣料が

買えなかった

③ 電気料金の滞納

④ 電話料金の滞納

⑤ ガス料金の滞納

⑥ 水道料金の滞納

⑦ 家賃や住宅ローン

の滞納

ある

44.6

ない

55.1

無回答

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)
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（７）経済的な困り感（問 31） 
 

経済的な困り感は、《ゆとりがある》（「大変ゆとりがある」と「ややゆとりがある」の合計）の割合は

5.1％、《苦しい》（「やや苦しい」と「大変苦しい」の合計）の割合は 68.2％となっている。 

 

経済的な困り感（全体） 

 

 

 

 

 

 

大変

ゆとりがある

0.0 

やや

ゆとりがある

5.1 

普通

26.4 

やや苦しい

44.6 

大変苦しい

23.6 

無回答

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)
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（８）中央区が実施するひとり親向け事業の認知度（問 32） 
 

中央区が実施するひとり親向け事業の認知度は、《制度を知っていた》（「知っており、利用している

（いた）」と「知っており、今後利用したい」、「知っているが、今後利用するつもりはない」の合計」）の割

合が『ひとり親家庭等医療費助成（87.8％）』で最も高く、『ひとり親家庭日帰りバス研修（82.4％）』、

『ひとり親家庭親子観劇会（81.8％）』が続いている。 

また、「知っており、今後利用したい」の割合は、『ひとり親家庭日帰りバス研修（25.0％）』で最も高

く、『ひとり親家庭休養ホーム事業（24.7％）』、『ひとり親家庭親子観劇会（22.3％）』が続いている。 

《制度を知らなかった》（「知らなかったが、今後利用したい」と「知らなかったが、今後利用する 

つもりはない」の合計」）の割合が『母子生活支援施設(他区の施設)（59.2％）』で最も高く、『ひとり親

家庭ホームヘルプサービス（58.8％）』、『ひとり親家庭相談（58.5％）』が続いている。 

また、「知らなかったが、今後利用したい」の割合は、『子どもの学習・生活支援事業（40.2％）』で最

も高く、『ひとり親世帯への住宅支援（36.1％）』、『ひとり親家庭ホームヘルプサービス（34.1％）』が

続いている。 

ひとり親向け事業の認知度（全体） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知っており、

利用している(いた)

31.8

13.5

66.9

17.2

2.7

1.7

15.2

2.7

2.7

1.4

1.4

2.7

0.7

知っており、

今後利用したい

22.3

25.0

14.5

24.7

11.5

13.2

16.6

16.2

19.3

16.6

7.1

19.9

1.4

知っているが、

今後

利用するつもりはない

27.7

43.9

6.4

19.3

25.3

24.7

15.9

30.7

31.4

30.4

30.4

22.6

4.7

知らなかったが、

今後利用したい

7.8

8.4

9.5

27.7

34.1

32.8

40.2

26.4

27.7

30.4

27.4

36.1

17.2

知らなかったが、

今後

利用するつもりはない

8.4

6.8

1.4

8.8

24.7

25.7

10.8

22.3

16.9

18.9

31.8

16.2

13.5

無回答

2.0

2.4

1.4

2.4

1.7

2.0

1.4

1.7

2.0

2.4

2.0

2.4

62.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)

ひとり親家庭親子観劇会

ひとり親家庭日帰りバス研修

ひとり親家庭等医療費助成

ひとり親家庭休養ホーム事業

ひとり親家庭

ホームヘルプサービス

ひとり親家庭相談

子どもの学習・生活支援事業

母子及び父子福祉資金・

女性福祉資金の貸付

ひとり親家庭自立支援

教育訓練給付金

ひとり親家庭高等職業訓練

促進給付金

母子生活支援施設

(他区の施設)

ひとり親世帯への住宅支援

その他
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（９）子育てをするうえで足りていないと感じること（問 33） 

 

子育てをするうえで足りていないと感じることは、「子どもが十分に学習、勉強できる環境

（46.6％）」が最も高く、「子どものゆとりある生活（43.2％）」、「子どもが思いきり体を動かして遊ぶ

環境（41.6％）」が続いている。 

 

子育てをするうえで足りていないと感じること（全体）：複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46.6

24.0

18.6

39.5

29.4

19.6

31.8

18.9

41.6

23.0

43.2

31.8

11.5

5.1

5.4

4.7

0 20 40 60

子どもが十分に学習、勉強できる環境

子どもが安全に生活できる環境

子どもにとって危険の無い生活

子どもが家族と過ごす時間

子どもの自立を促す取組

子どもたちが自分たちのことを自分たちで決める機会

子どもにとって充実した食生活

子どもが自由に遊ぶ時間

子どもが思いきり体を動かして遊ぶ環境

親子で過ごせる場所やイベント

子どものゆとりある生活

保護者が自由に過ごせる時間

地域での支えあい

子育て経験者からのアドバイス

その他

無回答

全体(N=296)

（%）
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（10）子どもを保護者に代わってみてくれる親族・知人の有無（問 34） 
 

子どもを保護者に代わってみてくれる親族・知人の有無は、「緊急時もしくは用事の際には祖父母・

兄弟等の親族にみてもらえる（41.2％）」が最も高く、「緊急時もしくは用事の際には友人・知人にみて

もらえる（19.3％）」が続いている。「いずれもいない」は、31.8％である。 

 

子どもを保護者に代わってみてくれる親族・知人の有無（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.5

41.2

2.7

19.3

31.8

1.4

0 10 20 30 40 50

日常的に祖父母・兄弟等の

親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に友人・知人にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には

友人・知人にみてもらえる

いずれもいない

無回答
全体(N=296)

（%）
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（11）子どもの預け先（問 35） 
 

子どもの預け先は、「保育所（51.4％）」が最も高く、「プレディ（放課後子ども教室）（38.9％）」、「児

童館（学童クラブを含む）（30.1％）」が続いている。「どれも利用したことはない」は、14.9％である。 

 

子どもの預け先（全体）：複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51.4

13.5

5.7

5.7

8.1

29.4

12.5

30.1

38.9

5.4

14.9

1.4

0 20 40 60 80

保育所

幼稚園

認定こども園

事業所内保育施設、ベビーホテルなど

の認可外保育所

ベビーシッター

祖父母や親せきの家

子ども家庭支援センター きらら中央

児童館（学童クラブを含む）

プレディ（放課後子ども教室）

その他

どれも利用したことはない

無回答
全体(N=296)

（%）
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（12）子どもを預けた理由（問 35-1） 
 

子どもを預けたことがある人に、子どもを預けた理由をたずねたところ、「自分の仕事のため

（65.7％）」が最も高く、「子どもの教育のため（12.1％）」、「自分や家族が病気のため（10.1％）」が続

いている。 

 

子どもを預けた理由（全体）：複数回答 

＜子どもを預けたことがある人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

65.7

5.6

10.1

4.8

5.6

3.2

12.1

3.6

27.0

0 20 40 60 80 100

自分の仕事のため

自営・家業の仕事のため

自分や家族が病気のため

近所の遊び場不足のため

近所の遊び相手不足のため

子どもの養育に不安があるため

子どもの教育のため

その他

無回答

全体(n=248)

（%）
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（13）預けた際の不満（問 35-2） 
 

子どもを預けたことがある人に、預けた際の不満をたずねたところ、「子どもが病気のときに預かっ

てくれない（29.0％）」が最も高く、「費用がかかる（23.4％）」が続いている。「特にない」は 35.5％

となっている。 

 

預けた際の不満（全体）：複数回答 

＜子どもを預けたことがある人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16.1

6.9

14.1

20.2

2.4

0.8

23.4

1.6

10.1

1.6

1.6

4.0

29.0

4.8

35.5

4.0

0 10 20 30 40 50

保育や教育の時間が短い

保育や教育の内容が良くない

夜間に預かってもらえない

土曜・日曜など、休日に預かってもらえない

家から遠い（30分～60分未満）

家からとても遠い（60分以上）

費用がかかる

先生や保育者との交流が少ない

給食がない

給食の内容が良くない

専門の施設・設備ではない

安全管理の体制が不十分

子どもが病気の時に預かってくれない

その他

特にない

無回答 全体(ｎ=248)

（%）
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（14）近所づきあいの程度（問 36） 
 

近所づきあいの程度は、「あいさつする程度（47.3％）」が最も高く、「時々立ち話をする

（23.0％）」、「食事に行ったり、家族ぐるみでつきあっている（8.4％）」が続いている。「ほとんどつき

あいはない」は、16.2％である。 

 

近所づきあいの程度（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（15）居住意向（問 37） 
 

居住意向は、「ずっと住み続けたい（62.2％）」が最も高く、「子どもの大学卒業まで住み続けたい

（11.5％）」、「子どもの中学校卒業まで住み続けたい（7.8％）」が続いている。 

 

居住意向（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あいさつする程度

47.3 

時々

立ち話をする

23.0 

家に上がって

話をする

1.4 

食事に行ったり、

家族ぐるみで

つきあっている

8.4 

困っている時に

相談したり

助け合ったりしている

2.7 

ほとんど

つきあいはない

16.2 

無回答

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)

子どもの

小学校入学前まで

住み続けたい

3.0 

子どもの

小学校卒業まで

住み続けたい

6.1 

子どもの

中学校卒業まで

住み続けたい

7.8 

子どもの

高等学校卒業まで

住み続けたい

5.4 

子どもの

大学卒業まで

住み続けたい

11.5 

ずっと

住み続けたい

62.2 

転出したい

2.7 

無回答

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)
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（16）子育てに関する情報の入手先（問 38） 
 

子育てに関する情報の入手先は、「インターネット（55.1％）」が最も高く、「友人や知人（49.7％）」、

「「区のおしらせ ちゅうおう」やパンフレット（30.1％）」が続いている。「情報の入手先がわからない」

は、3.4％となっている。 

 

子育てに関する情報の入手先（全体）：複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20.6

49.7

8.1

6.4

26.0

14.2

30.1

1.7

3.0

2.7

1.0

0.0

55.1

16.2

2.4

2.0

3.4

2.7

1.0

0 20 40 60

祖父母・兄弟等の親族

友人や知人

近所の人

ＳＮＳで知り合った友人

保育所、認定こども園、幼稚園、学校

区役所や区の機関の窓口

「区のおしらせ ちゅうおう」やパンフレット

子ども家庭支援センター きらら中央

児童館

保健所・保健センター

子育てガイドブック

こどもすくすくナビ

インターネット

テレビ、ラジオ、新聞

子育て雑誌

その他

情報の入手先がわからない

情報を必要としていない

無回答
全体(N=296)

（%）
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（17）子育てに関してほしい情報（問 39） 
 

子育てに関してほしい情報は、「経済的支援制度に関する情報（63.9％）」が最も高く、「子ども向け

イベント情報（31.8％）」、「地域の伝統行事（祭り等）などの情報（28.7％）」が続いている。 

平成３０年調査では、「経済的支援制度に関する情報（45.1％）」が最も高く、「子どもの発達や育児、

しつけについて（20.8％）」、「子ども向けイベント情報（19.7％）」、「医療機関情報（19.7％）」、「地域

の伝統行事（祭り等）などの情報（19.7％）」が続いている。 

 

子育てに関してほしい情報（全体）：複数回答（３つまで）【経年比較】 

 

 

 
22.3

31.8

27.4

12.2

63.9

14.2

13.9

5.1

20.6

28.7

4.1

2.7

20.8

19.7

19.7

1.9

45.1

5.7

4.9

3.5

13.8

19.7

3.2

18.6

0 20 40 60 80

子どもの発達や育児、しつけについて

子ども向けイベント情報

医療機関情報

保育所、幼稚園、学校の紹介・特徴

経済的支援制度に関する情報

公園などの遊び場の情報

病気や障害に関する相談窓口

アレルギーのある子ども向けの情報

子育てに優しい、子育てしやすい

住まいに関する情報

地域の伝統行事（祭り等）などの情報

その他

無回答

令和５年(N=296）

平成30年(N=370)

（%）
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（18）他のひとり親家庭との交流意向（問 40） 
 

他のひとり親家庭との交流意向は、《交流したい》（「ぜひ交流したい」と「できれば交流したい」の合

計）の割合は 21.3％、「どちらともいえない」は 45.6％となっている。《交流したくない》（「あまり交

流したくない」と「交流したくない」の合計）の割合は 32.1％となっている。 

平成３０年調査では、《交流したい》の割合は 21.0％、《交流したくない》の割合は 26.7％となって

いる。 

 

他のひとり親家庭との交流意向（全体）【経年比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

ぜひ交流したい

6.4 

5.9 

できれば

交流したい

14.9 

15.1 

どちらとも

いえない

45.6 

49.7 

あまり

交流したくない

14.5 

15.1 

交流したくない

17.6 

11.6 

無回答

1.0 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=296)

平成30年

(N=370)
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（19）必要と思う支援等（問 41） 
 

必要と思う支援等は、「低家賃の「ひとり親世帯住宅」の整備や、家賃助成などの住宅のための支援

を受けられること（49.7％）」が最も高く、「子どもの学費等の奨学金を受けられること（49.0％）」、

「在宅ワーク（パソコンを使うＩＴや Web 関連の仕事）のスキルを習得するための支援を受けられるこ

と（30.7％）」が続いている。 

 

必要と思う支援等（全体）：複数回答（３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.5

28.4

30.7

9.8

16.9

8.8

28.4

5.4

49.7

14.5

5.1

3.0

25.0

49.0

6.1

6.8

3.4

0.7

0 20 40 60 80

就職・転職に関する情報提供や相談、面接のアドバイスなどの

就職できるまでの寄り添った支援を受けられること

就労のための教育訓練・資格取得の費用などを

助成してくれること

在宅ワーク（パソコンを使うＩＴやWeb関連の仕事）の

スキルを習得するための支援を受けられること

家計管理や子どものしつけ・育児や養育費の取得手続等に

関する講習会や、個別相談が受けられること

子どものことや生活のことなど気軽に話（相談）ができること

求職活動中、スキル習得中に保育所、学童等を利用できること

理由を問わずに

子どもを一時的に預けられる場所が充実すること

ひとり親が定期的に集い、情報交換などを行える場を

開催してくれること

低家賃の「ひとり親世帯住宅」の整備や、

家賃助成などの住宅のための支援を受けられること

一時的に必要となる資金を借りられること

夫の暴力からの避難などの緊急時、

一時的に施設で保護してもらえること

施設で母子家庭を保護し、子育て支援を進めながら、

母子の生活と自立を支援してくれること

子どもの学習支援や進路相談を受けられること

子どもの学費等の奨学金を受けられること

高等学校卒業程度認定試験に合格等のための講座開催など、

ひとり親の再チャレンジを支援してくれること

その他

特にない
全体(N=296）

（%）
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